
貸　借　対　照　表

当年度 前年度 増　減
Ⅰ 資   産   の  部

  流  動  資  産

現金 △137,082

普通預金 △1,638,151,706

未収金 △25,663,797

前払金

立替金

貯蔵品

前払費用

未収消費税等

仮払金

他会計勘定

貸倒引当金 △16,539,267 △20,904,150

流動資産合計 △1,645,563,417

  固  定  資  産

（１）特定資産

入会預り金特定資産

　投資有価証券 △4,911,560

　普通預金

業務管理特定資産 △29,929,913

　投資有価証券 △2,753,686

　普通預金 △27,176,227

退職給付引当資産 △8,049,966

特定資産合計 △30,147,224

（２）その他固定資産

什器備品 △849,584

リース資産（備品） △4,275,900

ソフトウェア △11,153,131

リース資産（ソフト） △5,906,775

電話加入権

敷金 △202,356

その他固定資産合計 △22,387,746

固定資産合計 △52,534,970

資産合計 △1,698,098,387

Ⅱ 負   債   の  部

  流  動  負  債

未払金

預り金 △1,313,262

預り互助基金

預り基金積立金

預り基金協力金

預り国庫補助金 △704,130,389

1年内返済リース債務 △6,301,510

前受金 △2,776,704

前受積立金 △1,021,373,628

仮受金

未払消費税等 △5,637,700

未払法人税等

流動負債合計 △1,326,801,161

平成29年 3月31日現在

科     目 

第１号議案
単位：円



当年度 前年度 増　減科     目 

  固  定  負  債

入会預り金 △200,000

リース債務 △3,918,891

役員退任慰労引当金

退職給付引当金 △10,155,351

固定負債合計 △11,982,542

負債合計 △1,338,783,703

Ⅲ 正味財産の部

　指定正味財産

指定正味財産合計

　一般正味財産 △359,314,684

（うち特定資産への充当額） △22,083,573

正味財産合計 △359,314,684

負債及び正味財産合計 △1,698,098,387

（貸借対照表に対する注記）

実施事業資産（その他事業と共用）は以下の通りである。

その他固定資産

什器備品

リース資産

ソフトウェア

合　　計



(単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

（１）経常収益

①特定資産運用益

特定資産運用益

②受取会費 △20,448,900
受取会費 △20,448,900

③受取補助金等 △17,318,632
受取補助金 △17,318,632

④受取事業費 △106,805,090
受取管理事務費 △105,538,832
受取検査手数料 △1,266,258

⑤受取負担金

受取普及啓発事業費 △1,000,000
受取事務受託費

⑥雑収益

雑収益

経常収益計 △85,879,426
（２）経常費用

　事業費

　　役員報酬

　　給料手当 △4,556,345
　　通勤手当 △343,225
　　臨時雇賃金 △2,229,761
　　役員退任慰労引当金繰入額

　　退職給付費用 △528,805
　　福利厚生費 △173,705
　　旅費交通費

　　通信運搬費 △1,421,001
　　振込手数料

　　会議費

　　会場借料 △634,968
　　賃借料

　　減価償却費

　　什器備品費 △879,306
　　敷金償却

　　消耗品費 △141,420
リース料

　　機器管理費

　　保守料

　　印刷製本費

イベント開催費

　　知識普及費 △5,010,816

正味財産増減計算書
平成28年４月１日から平成29年３月３１日まで

科     目 当年度 前年度 増　減



科     目 当年度 前年度 増　減

　　諸謝金

　　普及宣伝費

　　支払負担金　 △1,010,000
　　委託費

サイト運営費 △71,669
　　新聞図書費

　　租税公課 △9,490,612
　受取管理事務費返還金

リース債務利息 △13,025
　　地域活動支援費

　　雑費 △32,660
　　雑損失

　管理費 △10,804,649
　　役員報酬

　　給料手当

　　通勤手当

　　臨時雇賃金

　　役員退任慰労引当金繰入額

　　退職給付費用

　　福利厚生費

　　旅費交通費 △4,970,719
　　通信運搬費

　　振込手数料

　　会議費 △12,776,072
　　賃借料

　　減価償却費

　　什器備品費 △43,662
　　敷金償却

　　消耗品費

リース料

　　保守料

　　印刷製本費

　　諸謝金

　　支払負担金　 △91,700
サイト運営費

　　新聞図書費

　　租税公課

　　渉外費 △15,614
　　普及宣伝費 △1,349
　　雑費

　　貸倒引当金繰入

経常費用計

当期経常増減額 △354,925,493 △441,931,680
　２．経常外増減の部

（１）経常外収益

過年度修正益 △11,409,071



科     目 当年度 前年度 増　減

　経常外収益計 △11,409,071
（２）経常外費用

貸倒引当金繰入 △20,904,150
固定資産除却損

　　　経常外費用計 △16,514,959
　当期経常外増減額 △4,389,191 △9,495,079
　当期一般正味財産増減額 △359,314,684 △436,825,792
　一般正味財産期首残高

　一般正味財産期末残高 △359,314,684
Ⅱ　指定正味財産増減の部

　当期指定正味財産増減額

　指定正味財産期首残高

　指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高 △359,314,684



財務諸表に対する注記

　「公益法人会計基準」（内閣府公益認定等委員会 平成20年4月11日 平成21年10月16日改正）を採用

している。

継続事業の前提に関する注記

　継続事業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況は存在しない。

重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券は、償却原価法（定額法）を採用している。

（2） 固定資産の減価償却の方法

什器備品の減価償却は、定率法を採用している。

ソフトウェアの減価償却は、定額法を採用している。

リース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（3） 引当金の計上基準

貸倒引当金は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、

個々の債権の回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、期末要支給額の100％を計上している。

　役員退任慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を

計上している。

（4） リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引について、

主要なもの（リース料総額300万円超）は、売買取引による処理方法によっている。

それ以外の重要性が乏しいものは、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた処理方法によっている。

（5） 消費税等の会計処理

消費税の会計処理は、税込経理方式によっている。

重要な会計方針の変更

　該当なし

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位　円）

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

(特定資産)

入会預り金特定資産

業務管理特定資産

退職給付引当資産

合　　計



基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位　円）

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

(特定資産)

入会預り金特定資産

業務管理特定資産

退職給付引当資産

合　　計

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位　円）

科　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

什 器 備 品

リース資産（備品）

ソ フ ト ウ ェ ア

合　　計　　

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位　円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益

利 付 国 債

合　　計　　

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

家畜防疫互助基金支援事業補助金

交付者 独立行政法人　農畜産業振興機構

鶏卵生産者経営安定対策事業補助金

交付者 農林水産省

（単位　円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

関連当事者との取引の内容

　該当なし

重要な後発事象

　該当なし

その他

（1） リース取引関係

所有権移転外ファイナンスリース取引として使用している資産は、コンピュータ・複写機等である。

1　補助金等の名称

2　補助金等の名称





１ 資　産 の 部

(1) 流 動 資 産

現金 手許有高

普通預金 みずほ銀行　他

未収金 会　　費

農畜産業振興機構

債券利金

前払金 鶏卵生産者経営安定対策事業

立替金 鶏卵生産者経営安定対策事業 等

貯蔵品 切手・PASMO

前払費用 (一財)馬事畜産会館

仮払金 富山県養鶏協会

未収消費税等

貸倒引当金 △16,539,267

流動資産合計

(2) 固 定 資 産

１）特定資産

入会預り金特定資産

　投資有価証券 利付国債

　普通預金 三井住友銀行

業務管理特定資産

　投資有価証券 利付国債

　普通預金 三井住友銀行

退職給付引当資産 みずほ銀行

特定資産合計

2）その他固定資産

什器備品 サーバー他

リース資産 サーバー他

ソフトウェア 鶏卵生産者経営安定対策事業用システム 他

電話加入権

敷金 (一財)馬事畜産会館

その他固定資産合計

固定資産合計

資    産  合計

２ 負  債 の 部

(1) 流 動 負 債

未払金 鶏卵生産者経営安定対策事業委託費 他

家畜防疫互助支援事業委託費

国産鶏卵に関する普及啓発事業補助金　他

臨時雇用賃金

社会保険料 他

預り金    やまがた鶏卵販売農業協同組合

過年度生産者積立金

社会保険料 他

預り互助基金 家畜防疫互助基金支援事業基金

預り基金積立金 鶏卵生産者経営安定対策事業積立金

預り基金協力金 鶏卵生産者経営安定対策事業協力金

預り国庫補助金 国庫補助金

1年内返済リース債務 リース料29年度分

仮受金 鶏卵生産者経営安定対策事業 等

未払法人税等 都民税 確定申告分

流動負債合計

(2) 固 定 負 債

入会預り金 会員

リース債務 リース料30年度以降分

役員退任慰労引当金

退職給付引当金

固定負債合計

負   債   合計

正  味  財  産

財　産　目　録
平成29年 3月31日現在

科　  目   及び   内      訳 金 額

単位：円
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